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１ 　経済発展の過程で投資が拡大し、建築ラッシュに
　私は、2011～2012年に JETRO の語学研修生としてハノ
イに留学しました。帰国してから2015年までの３年間は、
JETRO 本部の海外調査部でベトナムやタイのマクロ経
済、市場動向などに関する調査を担当し、直近の１年は
ホーチミンで事業を担当しています。
　ベトナムの首都はハノイですが、一番栄えているのは国
内最大の商業都市である旧サイゴン、現在のホーチミン市
です。北のハノイと南のホーチミンの間は1800キロと、青
森・北九州間に匹敵するほどの距離があり、日本のように
南北に長い国土です。日本でも県民性と呼ばれるものがあ
るように、ベトナムも大きく分けると北部・中部・南部の
三つでそれぞれ特徴があります。さらに細かく見ると、中
部のダナンのハイバン峠を境にして、で気候も人柄も大き
く異なるといわれます。
　ベトナムには58の省と５つの政府直轄都市、合わせて63
の行政区分があります。人口は9000万人を超え、2020年に
は１億人を突破する見込みです。面積は日本の0.87倍で、
九州を除いたくらい。宗教は大乗仏教となっていますが、
無宗教の人が非常に多いようです。ベトナム人はみな、人
民証を持っています。氏名、生年月日、出身地や宗教が書
いてありますが、宗教がないという人が意外に多いので
す。政治的には、社会主義の共産党一党体制です。
　気候は、南部と北部で大変異なります。北のハノイは南
部のホーチミンより非常に暑く、汗が止まらないほどで
す。南部はいま雨期で、暑くはなるものの、夕方から夜に
かけて１時間くらい雨が降った後は涼しくなるという、非
常に住みやすい土地です。
　国民の識字率が94.7％と非常に高い点に、ご注目くださ
い。隣国のカンボジアはポルポト政権時代に文民が大虐殺
され、国民の教育が一度途切れたため、識字率が７割を下
回っています。カンボジアでビジネスを展開する際に、従
業員向けにマニュアルを作っても、読んでもらうことが一
部では難しいという状況があります。ベトナムでは94.7％
とはいえ、若者世代ではほぼ100％です。
　ベトナムは、紀元前から約1000年以上中国の植民地だっ
たこともあって、中華文化の影響が色濃く残っています。
その後、フランスの植民地になり、ベトナム戦争があっ
て、サイゴンが陥落して独立。1986年のドイモイ政策による
市場経済の導入、1994年の米国の経済制裁解除、2007年の
WTO 加盟などが大きなターニングポイントになりました。
　余談ですが、ベトナムの人々の識字率が高いのは、国が
教育に力を入れていることもありますが、ベトナム語が漢
字からアルファベット表記に変わったという理由も影響し
ています。フランス植民地時代に宣教師がアルファベット
表記に代えて教えました。漢字よりもアルファベットのほ
うが覚えやすいので識字率が上がったという歴史がありま
す。
　ベトナム経済は、米国の経済制裁解除によって第一次投
資ブームが始まり、景気がよくなりました。ベトナムのよ
うな社会主義国は、10カ年の戦略を立ててから５カ年計画
をつくりますが、2011年に発表された10カ年の戦略で最初
に挙げられたのがマクロ経済の安定でした。
　1994年の経済制裁解除から2011年まで、ベトナム経済は
年平均８％の成長を遂げたものの、インフレ率も上昇。
2011年のインフレ率は18.1％になり、金融政策によってイ
ンフレ率と金利をコントロールしていました。2011年の政
策転換によって、単なる経済成長ではなく、マクロ経済の
各指標を改善するような成長を目指すことになりました。
　その結果、平均８％近かった経済成長率が、金融政策の
引き締めによって2011年の6.2％から翌2012年には5.2％に
下がり、停滞の時期を迎えたものの、2014年は6.0％、
2015年は6.7％とやや上向いてきました。貿易赤字や高イ
ンフレといった問題は改善し、2015年のインフレ率は0.6％
となっています。貿易収支も改善し、2012年には19年ぶり
に貿易黒字に転じました。
　しかし、2015年には再び貿易赤字に戻ってしまいまし
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た。近年の経済発展の過程で、不動産や株式に対する投資
が拡大し、バブル経済に近い状況になったのです。建設
ラッシュで鉄が不足すると、海外、特に中国からの輸入が
拡大しました。ベトナム国内に電炉はあるものの、供給量
には限りがありました。また、景気拡大に伴って個人消費
も盛んになり、輸入が拡大する要因になりました。サムス
ンがベトナム北部で携帯電話の生産を開始し、輸出が拡大
していったんは黒字化したものの、輸入がそれを上回る
ペースで増えたというのが2015年までの状況です。2016年
も、６月の時点までは貿易黒字のようです。
２ 　ベトナムのメリットをタイやフィリピンと比較
　ベトナムの１人当たり GDP は2200ドル（2015年）です
が、ホーチミン市だけでみると6000ドル近くになっていま
す。ハノイは公表しないものの4000ドル前後といわれ、格
差が生じているようです。政府の発表によると、国民の平
均月収は290ドル、約３万円となっています。
　外国直接投資（FDI）の推移は、ベトナム経済の歴史の
一面を表しているといえるでしょう。1994年には、日本の
労働集約型の企業、特に縫製業の会社がベトナムに進出
し、第一次投資ブームになりました。2000年代になってキ
ヤノンが進出し、WTO 加盟によって一段と FDI が増加
しました。2000年に391件だったものが、2007年の WTO
加盟で1544件に増え、リーマンショックでいったん減り、
そこからまた右肩上がりになっています。
　日本からの直接投資も同じような経過をたどっており、
2006年頃から増加しました。2013年は500件、2014年は517
件、2015年は475件です。2012年後半までは、日本の大企
業の進出が顕著でした。例えば富士ゼロックスや京セラ
が、部品点数の多い複合機を製造する。そのため、2013年
以降は部品メーカーの進出が増えました。円高の影響や中
国における人件費の上昇によって、中国から投資を移転し
てくる動きがありました。
　ハノイにおける投資は製造業が中心ですが、ホーチミン
で多いのはサービス業の投資の相談です。2016年の７月に
高島屋がオープンし、日本から飲食業の進出も続いていま
す。
　ベトナムの投資環境に関して、製造業の場合は、タイ、
ベトナム、フィリピンの３カ国を比較検討する企業が多い
ようです。しかし、この３カ国は投資環境が全く異なり、
実際に検討してみるとベトナムの良さが分かります。タイ
では労働力が減少して失業率が非常に低下し、現地採用が
難しくなっています。また、国内市場という観点でみる
と、ベトナムはインドネシアとフィリピンに次ぐ規模があ
ります。
　一党体制による安定した政治運営や、宗教上の問題がな
いという点も、日本から進出しやすい要因に挙げられま
す。親日的な雰囲気、電力供給の不安が少ない、自然災害
があまりないというメリットもあります。TPP 参加など、
通商協定を積極的に締結しようとしており、関税面での優
遇があることも魅力の一つでしょう。
　ベトナムの課題は、製造業でいえば原材料や部品の現地
調達比率が32.1％と非常に低いということがあります。し
かし、私はこの数字をむしろプラスにとらえています。す
なわち、現地調達している32.1％の部分を使って、近隣の
ASEAN 諸国に進出している日本企業や外資の企業に部品
を供給できるのではないかということです。これは実際に
高いニーズがあり、ASEAN 各国のセットメーカー各社か
らは、ベトナムから部品を調達したいという声が寄せられ
ます。
　法制度の不透明な運用、税務や税関の手続きの煩雑さな
ども大きな問題です。中小企業支援法の策定に向けて作業
中ですが、政策担当者にお話を伺うと、企業が困っている
だけではなく、規則を運用する際のガイドラインやマニュ
アルがないために、出先機関の担当者も困っているとのこ
とでした。
　日本企業の進出パターンは、税制の優遇措置を受けて、
南部・北部とも輸出加工型の企業が多いようです。また、
南部を中心に、内需型のサービス産業や、製造業でも食品
関連が展開しています。
　ベトナムでも、高齢化の進行と出生率の低下が問題にな
りつつあります。日本としては、高齢化社会の中で経験し
たビジネスの強みをベトナムで生かせるのではないかと考
えます。
　最低賃金は月160ドルで、毎年10％くらいずつ上がって
おり、賃金上昇がみられます。実際には、日系企業で働く
ワーカークラスで250～300ドルといったところが一般的で
しょう。ホワイトカラーでは、大卒の初任給が350～400ド
ル。日本に留学経験があると、700～1000ドル以上という
人も多いようです。
３ 　拡大家族と核家族化という市場の特徴
　ベトナムの消費市場を考える上で前提となるのは、特に
ハノイで顕著ですが、拡大家族が多いということです。
父、母、息子、あるいは息子夫婦、娘夫婦が一緒に暮らし
ているケースが多く見られます。一方、ホーチミンではひ
とり暮らしが増えて、核家族化が進んでいます。ハノイも、
所得にゆとりが出てくれば核家族化が進むと思います。
　拡大家族では、一家の中に収入の柱が３～４人というこ
とも多く、耐久消費財を購入するゆとりが生じます。例え
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ば、ベトナムではバイクが多いのですが、安くて800ド
ル、高いと1500～2000ドルのバイクをどんどん買っていま
す。
　余談ですが、核家族化が進むとビジネスに広がりが生ま
れます。日本で女性がビールを飲むようになったのは、核
家族化によって親元から離れて、お酒を飲むようになった
ところから始まったのだそうです。また、生命保険も核家
族化の影響を受けるそうです。親から独立して初めて、何
かあった場合のことを考えて、保険の必要性に気付くのだ
そうです。ベトナムの社会で考えると、拡大家族から核家族
への移行に伴って、保険に対するニーズも高まるでしょう。
　リテールの売上高と、ものとサービスの推移をみると、
インフレの影響を除いた実質ベースでは、小売りの額は前
年比８％くらいでしっかりとした成長を続けています。例
えば自動車の販売は、いま好調です。2011～2012年に下
がったものの、2013年以降はどんどん伸びて、2015年は年
間25万台を達成しました。
　これは所得が増えたせいもありますが、2012年にいった
ん引き上げた車両登録税を2013年に引き下げた効果も大き
かったようです。さらに、政府が過積載を厳しく取り締
まったために不法改造のトラックが使えなくなり、トラッ
クの購入が大幅に増えました。2015年には関税が段階的に
引き下げられ、ASEAN 域内からの場合、2015年の50％か
ら2016年には40％に下がることも追い風になっています。
車のモデルチェンジによって新型車が売れ、2016年は一段
と販売台数が伸びています。
　自動車業界は、何らかの恩典もしくは税制の優遇措置な
どを政府に求めて交渉中のようです。しかし、交通渋滞が
社会問題化していることもあり、財務省を中心に慎重な姿
勢もみられます。
４ 　金融機関による安定的な資金供給の問題
　私は、日越共同イニシアチブの中小企業支援ワーキング
チームの一員として中小企業支援法（日本でいう中小企業
基本法）の草案作成に向けて協力しておりますが、ベトナ
ムの中小企業支援をする中で一番の問題は資金面だと感じ
ています。金融機関からの安定的な資金供給が滞っている
状況が、以前から指摘されていました。
　実際にベトナムの中小企業を訪れて話を聞くと、銀行が
貸してくれないと皆さんがおっしゃいます。担保がないか
ら貸してくれないと。銀行側からすると当然なのですが、
一方で、二重帳簿、三重帳簿をつくって粉飾決算をしてい
る企業が多い。私が銀行の担当者だったら、やはり貸せま
せん。日本なら信用保証制度がありますが、ベトナムには
ありません。実は、アジアで信用保証制度が成功している
のは日本ぐらいであり、インドネシアでは失敗し、タイも
成功したとはいえない状況だと聞きます。
　金融関係では、不良債権も気になります。この国のカン
トリーリスクは「国有企業と銀行とのソフトな予算制約」
です。国有企業の幹部は党中央の幹部が多く、また、国有
企業を民営化せずに株式化やグループ化しています。つま
り、日本や韓国の財閥のような、企業のグループ化を進め
ているのです。そうすると、採算が良い資源関係の国有企
業が、タクシー会社やホテルを経営していたりするわけで
す。国有企業がそんなことをする必要があるのかという議
論は、つぶされてしまいました。
　資源関係は資金があるからまだいいのですが、他はそう
はいきません。例えば日本から機械設備を売り込む場合、
民間の中小企業は先ほどの資金の問題があるので無理です
が、国有企業は優先的に資金を調達できるので買えるわけ
です。融資の審査が甘く、不良債権が増えています。もと
もとは非採算・非効率な計画経済をやめて市場経済を導入
し、国有企業の経営の効率化を図りました。しかし、結局
は合併しただけというケースが多く、非効率な状況は変わ
らず、それに対して金融機関が資金を提供し続けていると
いうのが現状です。
　政府が不要債権の買い取り会社をつくり、買い取った不
良債権を転売するというのですが、買い手は見当たりませ
ん。現時点でデフォルトを起こすわけではありませんが、
ベトナム経済が健全化する際の大きな足かせになっている
ということはお伝えしたいと思います。
質疑応答
Ａ： 　電気料金について、ベトナムとタイ、フィリピンを
比較すると、GDP に比例する、もしくは反比例する
のでしょうか。
大久保：　比例はしません。政府が EVN という電力公社
に補助金を出しているために電気料金が安いのです。
一方、フィリピンは電力価格が非常に高いため、装置
産業には適していません。ベトナムとフィリピンの業
務用電力価格を比べると、約５倍もフィリピンのほう
が高いのが実態です。ベトナムは、TPP の関係もあっ
て、民間に移行すればいいのですが、電力価格が低い
ために民間企業の参入は難しいでしょう。
Ａ： 　タイとフィリピンでは、いかがでしょうか。
大久保：　約1.4倍です。JETRO の Web サイトに「投資
コスト比較」があり、国を選ぶと電力コストから日本
人学校の差まで分かるようになっています。
Ｂ： 　財政や貿易収支が赤字の中で、インフラに関して、
資金や調達の面の見通しなどをお聞かせください。
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大久保：　現在は ODA 頼みで、円借款も含めて、ODA
関連でインフラをつくっています。ODA の金利は
１％以下と非常に低く、20～30年返済なので、喜んで
借りています。しかし、それだけで国全体はカバーで
きないので、PPP（官民パートナーシップ）をやろう
としていますが、民間企業は PPP は怖くて手を出せ
ず、結果として資金がないという状況だと思います。
Ｃ： 　日系企業は幹部を現地で採用する必要があります
が、大学による人材供給の質と量は、どのようなレベ
ルなのでしょうか。
大久保：　ベトナムでは、父親が役人だったりすると、縁
故で役人になったり国有企業に就職できます。親が金
持ちなら、銀行の人事担当者にお金を渡して入った
り、花形部門に配属になったりします。
　優秀だけれど縁故もお金もない人は、外資へ行きま
す。だからこそ、日系企業は優秀なベトナム人に入っ
てもらえるのです。ベトナムに対する投資は日本、韓
国、台湾が中心で、一部シンガポールもあります。北
のハノイでは日本のプレゼンスが非常に高く、日系企
業は魅力ある選択肢です。南のホーチミンも親日であ
ることは変わらないものの、欧米企業の進出も多いた
め、相対的に日系企業のプレゼンスが下がります。い
ずれにしろ、優秀な人材が日本に留学したり、米国に
留学した人が日系企業に入りやすい状況はあります。
Ｃ： 　昨日、レストランへ行ったところ、日本のビールは
サッポロビールしかなかったのですが、なぜ日本の他
のビール会社は進出していないのでしょうか。
大久保：　日本のビール各社にヒアリングしたわけではあ
りませんが、他の企業が他の市場を攻めているとき
に、サッポロビールがビール大国のベトナムに注目し
たことは非常によかったと思います。
　もう一つは、かつてはハイネケンが絶大はシェアを
占めており、価格も非常に安く、他のブランドはなか
なか参入できませんでした。そこでサッポロビール
は、ハイネケンよりも高い値段設定にしたのです。そ
れが功を奏してシェアを伸ばしましたが、ハイネケン
を上回るところまではいっていません。ベトナム人は
味の濃いビールに慣れていないので、現在は薄味にし
て価格を少し下げたタイプも出しているようです。
Ｄ： 　ベトナム経済は上向きとのことですが、ベンチャー
企業の台頭はありますでしょうか。
大久保：　年間６～７万社が新規に登録し、倒産も同じく
らいなので、全体の１割程度の企業が毎年入れ替わっ
ています。起業家精神という面では尊敬する部分もあ
りますが、一方では目先の利益ねらいのケースもあり
ます。もちろん、すごい方もいて、大学時代に熱中し
たロボコン（ロボットコンテスト）の技術を応用して
ベンチャービジネスを創業したケースもあります。そ
こに資金が提供されないのが非常にもったいないと思
いますが、本田宗一郎が技術開発をしたような町工場
の若者がたくさんいるということが、ベトナムの一つ
の希望になっていると感じます。市場経済を導入した
のが1986年ですから、国有企業を除けば、ベトナム企
業の多くはベンチャー企業なのです。ベンチャー企業
の台頭は、むしろ自然な状況として受け入れられてい
ると思います。
